
４ 平成２８年度に実施した主な事業 

＜保健・医療・福祉の充実に＞ 

地域包括ケアシステム推進の推進                        ５，７８６万円 

「川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン」に基づき、川崎らしい都市型の地域包括ケアシス

テムの構築を推進するため、ポータルサイトにより医療・介護従事者等の情報を共有化し、各主体

の自主的な取組の促進や、多職種連携を推進するとともに、個別支援の強化と地域力の向上を図る

ため、各区役所に新たに「地域みまもり支援センター」を設置した。

臨時福祉給付金の給付                           ３４億５，０４２万円 

    消費税率引上げによる低所得者の消費への影響を緩和する観点から、臨時福祉給付金を給付した。 

 生活保護受給者及び生活困窮者に対する自立支援対策事業          ４億１，４４６万円 

生活保護受給世帯の子どもに対する学習支援の対象を中学３年生に加え、中学１・２年生まで拡

大した。 

また、就職活動を直ちに行うことが困難な生活保護受給者及び生活困窮者に対して、日常生活訓

練等を行い、就労支援につなげるため、就労準備支援事業を実施した。 

居住の安定化支援事業の推進                   ４，０１２万円

簡易宿所に居住する生活保護受給者に対し、不動産物件の紹介、賃貸借契約の手続き支援等を行

い、賃貸住宅への転居・定着支援を実施した。 

高齢者の多様な居住環境の整備                      ２０億８，５３４万円 

介護サービスの基盤整備を図るため、麻生区（東百合丘地区）、高津区（久末地区）の特別養護

老人ホームについて、建設費補助を行った。

また、要介護高齢者の在宅生活を支えるケアの中核となる「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」

や「小規模多機能型居宅介護」等の地域に密着した介護サービスの整備を促進した。

 かわさき健幸福寿プロジェクト                                             １，６８７万円 

要介護度等の改善・維持の成果を上げた介護サービス事業所にインセンティブを付与する「かわ

さき健幸福寿プロジェクト」の取組を推進した。

障害者が安心していきいきと暮らせる取組の充実                       １３１億１，６８３万円 

平成28年４月に中部リハビリテーションセンター（中原区）を開設し、できる限り身近な地域で、

あらゆる生活上の障害に対する総合的かつ専門的な支援の提供を行った。

また、川崎市障害者スポーツ協会の運営を支援し、東京2020オリンピック・パラリンピックを見

据えた障害者スポーツのさらなる普及・発展に取り組むとともに、地域就労援助センター（３か所）

の職員を増員し、障害者の就労移行支援体制を強化した。

予防接種の実施                                 ４０億５，６１０万円 

各種定期予防接種を実施し、感染症の予防及びまん延の防止を図るとともに、保健福祉センター

で受けることとしていたＢＣＧの接種について、市民の利便性の向上を図るため、近隣の各医療機

関で受けられるよう整備した。 

また、予防接種法施行令の改正に基づき、新たにＢ型肝炎ワクチンを定期予防接種に追加し、国

と連携しワクチンの安定的な供給体制を整備した。 



動物愛護事業の推進                                １億８１６万円 

「ひと・どうぶつＭＩＲＡＩプロジェクト」の推進等、動物愛護施策に取り組み、新たに「動物

愛護基金」を設置した。

救急医療体制の確保                            １２億３，４３８万円 

休日・夜間における初期救急医療体制の推進を図るとともに、周産期医療を含めた救急搬送患者

の円滑な受入体制を確保した。

がん検診事業の実施                               ２２億３，９４２万円 

がん検診の受診率向上のため、子宮がん検診、乳がん検診の自己負担額が無料となるクーポン券

の配付や、コールセンターと成人健診業務管理システムを活用した個別の受診勧奨等を実施した。 

社会福祉施設等における防犯対策の強化                    ４，５８５万円 

社会福祉施設等の防犯対策を強化するため、非常通報装置・防犯カメラ設置や外構の設置・修繕

等の安全対策を講じるために必要な補助を行った。 

＜子育ての支援に＞ 

幼児教育の振興 ２３億６，４００万円

経済的負担を軽減し、幼児教育の振興を図るため、私立幼稚園に通園する３～５歳児の保護者に

対して保育料補助を実施した。また、文部科学省の示す「幼児教育の無償化に向けた取組の段階的

な推進」を踏まえ、市民税所得割額が一定以下の世帯への補助額を増額した。 

地域子育て支援の推進                              ５億７５１万円 

地域子育て支援センターでは、子育て中の親子の交流促進や相談援助を実施し、ふれあい子育て

サポートセンターでは市民相互による育児援助活動を行うなど、地域子育て支援を推進した。また、

麻生区に病児保育施設エンゼル麻生を整備し、各区１か所の病児・病後児保育施設の整備を完了し

た。 

母子保健事業の推進                          ２２億７，５０４万円 

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する様々な悩み等に対応し、切れ目のな

い支援体制を構築するため、保健師等の資格を有する母子保健コーディネーターを各区に１名配置

した。 

児童家庭支援センターの運営                          ６，９２２万円 

市内の児童養護施設内に、新たに２か所の児童家庭支援センターを設置し、地域に根差した相談

支援機関としての機能を整備した。 

各種医療費等の助成や手当の支給                   ３１３億５，９３５万円 

通院助成対象年齢を小学校３年生まで拡大した小児医療費及びひとり親家庭等医療費、小児ぜん

息患者医療費及び小児慢性特定疾病医療費等、各種保険医療費の自己負担額を助成した。また、子

どもを養育する家庭等に対して児童手当を支給するとともに、ひとり親家庭等の生活安定と自立促

進に寄与するため、児童扶養手当等を支給した。 

青少年の健全育成                            ２億１，８７６万円 

地域社会全体で子どもを見守り、支えるしくみづくりに向け、青少年を育成・指導する関係団体

を支援するとともに、青少年フェスティバル等のイベントを通じて、青少年の社会参加を促進した。 

青少年施設については、多様な体験や活動を通じた児童の健全育成を推進することを目的として、

こども文化センターの運営とわくわくプラザ事業を実施した。また、環境改善を図るため、こども



文化センターの補修工事や狭あいの解消等を目的としたわくわくプラザ室の整備を実施した。 

さらに、子どもの権利保障を推進するための広報・啓発事業等を行うとともに、子ども・若者の

生活実態の把握を目的として「川崎市子ども・若者生活調査」を実施した。 

社会的養護を必要としている児童への支援                ３６億９，４０３万円 

社会的養護を必要とする児童が家庭に近い環境で養育されるよう、里親等への委託の推進や児童

養護施設・乳児院・児童心理治療施設等への運営支援を行った。また、里親や施設等の児童が地域

の中で安心して生活できるよう、社会的養護に関する普及啓発や関係機関が連携した支援の充実に

向けた取組を推進した。 

児童虐待の防止                                １，０６３万円 

「川崎市児童家庭支援・児童虐待対策事業推進計画」に基づく事業を推進し、要保護児童対策地

域協議会を活用し、要保護児童等に対する支援について情報共有を行うとともに、ネットワーク体

制の充実を図った。また、「虐待のないまちづくり」推進のため、民生委員児童委員・主任児童委

員等と協働し、啓発活動を行った。医学的対応を要する児童虐待事例の早期発見等を目指し設置し

た「川崎市児童虐待防止医療ネットワーク（ＫＣＡＰ）」での検討を踏まえて、児童虐待への早期

対応に向けた連携強化のため、市内医療機関向けに、子ども虐待対応・医療診断ガイドを作成し、

配布した。 

多様な保育の充実                          ４２８億２，３９４万円 

保育受入枠を拡充するとともに、各区役所において保護者の保育ニーズに応じた多様な保育施策

を紹介するなど、きめ細やかな利用者への相談・支援等の取組を推進した結果、保育所等利用申請

者数が過去最大となる中で、平成29年４月１日時点の待機児童解消を達成した。 

保育所の整備については、各手法により、市有地貸与型で１か所、民有地活用型等で３か所、民

間事業者活用型等で18か所、鉄道事業者活用型で２か所の認可保育所を整備するとともに、既存保

育所１か所で増改築による定員増を行った。また、小規模保育事業所６か所を整備するとともに、

可能な限り定員増を図りながら、公立保育所の民営化・民設化に向けた取組を推進した。 

延長保育事業及び一時保育事業の実施のほか、川崎認定保育園132施設に対し運営費を助成すると

ともに、川崎認定保育園等から認可保育所等への移行を促すなど、保育所４か所、小規模保育事業

等３か所を移行等により整備した。 

公立保育所では、全区21か所の「新たな公立保育所」で、「地域の子ども・子育て支援」、「民

間保育所等への支援」及び「公・民保育所人材育成」の３つの機能を柱とした取組を行った。 

市内保育所等への保育士確保対策として、潜在保育士、養成校学生等に向けた就職相談会の開催

や、保育所見学バスツアー等を実施するとともに、保育士修学資金貸付等事業費補助及び保育士宿

舎借り上げ支援事業補助を開始した。また、直前対策講座の実施など保育士資格取得支援を行った。 

女性保護事業の推進                             ４，６３２万円 

各区役所において、女性に関する相談・支援を行うなど、女性の人権擁護と自立に向けた取組を

推進した。また、ＤＶ被害者等への支援に向け「川崎市ＤＶ相談支援センター」を設置し、配偶者

等からの暴力被害に対し、相談機関等の紹介や制度案内などの電話相談を実施した。 

ひとり親家庭の生活支援                            ８，４２６万円 

ひとり親家庭の自立支援の充実に向けて、生活・就業支援など、多様な視点から総合的に支援を

実施した。また、ひとり親家庭の資格取得や就業に向けた支援として、高等学校卒業程度認定試験

合格支援事業及び高等職業訓練促進資金貸付事業を新たに実施するとともに、自立支援教育訓練給

付金事業及び高等職業促進給付金等事業の拡充を行った。 



＜道路・公園緑地・河川・下水道の整備と安全なまちづくりに＞ 

交通安全施設の整備 １１億９，５４１万円 

社会的なニーズが高まっている道路の安全性向上、バリアフリー化等を図るため、歩道の設置、

交差点改良、道路反射鏡の設置やカラー舗装、ＬＥＤを用いた道路照明灯の設置・更新といった交

通安全施設等の整備を行うとともに、横断歩道橋等の道路施設の維持補修を行った。 

また、歩行者・自転車利用者の安全性の向上を図るため、主要地方道東京丸子横浜における自転

車専用通行帯整備や「川崎市自転車通行環境実施計画」に基づく自転車通行環境整備を行った。 

道路の改良及び舗装                                                 ４０億４，７７６万円 

市民生活に密着した生活道路について、安全で快適な道路交通環境の改善を図るため、地域特性

に応じた市道の歩車道を拡幅し、側溝等を新設した。 

また、国道409号及び主要地方道横浜上麻生等の主要幹線道路の整備事業を実施した。 

橋りょう架設改良及び補修                                              ７億９，４１７万円 

仮称等々力大橋について、都市間の連携強化や交通の円滑化を目的として、東京都とともに設計

調査等を実施した。また、末吉橋について、交差点の渋滞緩和や歩行者の安全確保を目的として、

横浜市とともに設計調査等を実施した。さらに、「川崎市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、塩浜

陸橋の修繕工事及び扇橋ほか101橋の定期点検を実施した。 

安全性や快適性を確保し、かつ、地震災害に強い都市基盤を整備するため、橋りょうの耐震対策

事業や維持補修事業を実施した。 

自転車対策                                                        １３億９７４万円 

公共の場所における通行の確保を図るため、放置自転車などの撤去業務等を強化した。 

また、川崎駅東口周辺をはじめ市内の各所において、自転車等駐車場の整備を推進するとともに、

既存自転車等駐車場の補修工事を実施した。 

都市計画道路等の整備                                                 ３９億１，１３９万円 

広域拠点や交通結節点の機能強化及び骨格的な幹線道路ネットワークの形成を図るため、都市計

画道路東京丸子横浜線及び世田谷町田線等の改良事業を実施した。また、溝口駅南口駅前広場の整

備が完了した。 

連続立体交差事業の推進                          ５４億２，６９６万円 

京浜急行大師線の連続立体交差化を推進するため、１期区間（小島新田～東門前）において、掘

削、仮設工事及び本体構築工事などを実施した。 

また、ＪＲ南武線の連続立体交差化に向けて、矢向駅～武蔵小杉駅間において、関連道路の設計

など、事業調査を実施した。 

 河川の整備及び維持補修                              ２１億７５万円 

五反田川の洪水を直接多摩川に地下トンネルで放流する五反田川放水路整備事業については、放

流部で立坑と樋門を接続する函体築造工事が完了し、新たに分流部で立坑内隔壁などの土木施設を

設置する工事に着手した。 

また、平瀬川支川については、時間雨量50ｍｍに対応した河川改修及び自然環境に配慮した整備

を実施し、渋川の環境整備事業では、水際における散策路整備を実施した。 

さらに、水害防止や環境保全を図るため、水門等の河川施設の保守点検・補修を実施するととも

に、河川パトロールを行うなど、河川の適切な維持管理を実施した。 



緑化の推進                                  １億７，４１１万円 

緑化の推進を図るため、引き続き「市民100万本植樹運動」を展開し、その一環として植樹祭を

開催した。また、「緑化推進重点地区計画」に基づき、新川崎・鹿島田駅周辺地区等の公園再整備を

行った。さらに、市内の建築物の屋上や壁面の緑化に取り組む市民・事業者に対して、経費の一部

を助成した。 

緑地の保全                                  ９億１，０５２万円 

都市における良好な自然環境を保全するため、特別緑地保全地区を1.2ha指定するとともに、王禅

寺四ッ田特別緑地保全地区ほか４地区の用地取得を行った。 

等々力緑地再編整備の推進                        １１億９，２６７万円 

「等々力硬式野球場整備計画」に基づき、硬式野球場の改築工事に着手するとともに、正面広場

及び周辺道路の整備を実施した。 

公園緑地の整備拡充                          ２３億７，４８０万円 

「生田緑地周遊散策路整備方針」に基づき、生田緑地西口広場の整備を実施した。また、小田公

園などの公園緑地の整備を実施した。 

緑ヶ丘霊園の利用者募集及び維持管理                   １億８，８２４万円 

緑ヶ丘霊園で一般墓所20か所の公募を行うとともに、指定管理者により霊園の適切な維持管理を

実施した。 

多摩川プランの推進                            ２億５，７０４万円 

「川崎市多摩川プラン」に基づき、引き続き多摩川緑地の適切な維持管理を行うとともに、等々

力・丸子橋地区周辺エリアの再整備を行った。また、「多摩川エコミュージアムプラン」の推進拠

点である二ヶ領せせらぎ館や大師河原水防センターにおいて、適切な管理運営を行うとともに、市

民との協働による環境学習を実施した。 

警防活動及び救急救助体制の強化                     ２億４，１５８万円 

市民の自助力・共助力の向上を図るため、消火栓に直付けして使用する消火ホースキット59基を

市内の避難所等に配備した。 

救命効果向上のため、メディカルコントロール体制における医師による指示、指導助言、再教育、

事後検証等の充実を図ったほか、救急救命処置を行うことのできる救急救命士の常時乗車体制を確

保するため新たに13名を養成するとともに、高規格救急自動車等５台を更新し、救急体制を強化し

た。 

消防団活動の充実強化                                     ３，８１６万円 

消防団活動の安全を図るため、消防団員が活動を行う際に必要となる雨衣を全消防団員に貸与・

配置した。また、災害現場等で消防団本部と消防指揮本部との情報共有を可能にするＭＣＡデジタ

ル無線機を16台整備し、さらに、消防団員の災害及び訓練活動等における安全確保を図るため「防

塵メガネ」と「防塵マスク」を全消防団員に貸与し、装備を充実させた。 

消防力の強化                               ８億１，４１２万円 

老朽化が進んでいる麻生消防署王禅寺出張所について、平成30年度に予定している救急隊の増隊

に対応した改修工事の設計を行ったほか、消防ポンプ自動車３台、指揮車１台、ポンプ積載車１台

を更新し、消防活動体制の整備を行った。 

また、消防隊等の災害対応力の向上を図るため、消防訓練センターにある補助訓練塔を改築した。 



危機管理・防災対策事業の推進 ８億８，３５６万円 

熊本地震の発生に際し、市職員が行った様々な支援から得た課題等を踏まえ、備蓄計画の改定ス

ケジュールを前倒し、必要な物資を購入するとともに、市が被災した際の受援体制の整備を進めた。 

災害時の情報環境の整備においては、災害情報等を広く一斉に音声で伝達する同報系防災行政無

線について、屋外受信機の増設による可聴エリアの拡大や再送信子局の新設による電波の不感地帯

の解消、戸別受信機のデジタル化更新を行った。 

川崎市総合防災訓練及び業務継続計画（震災対策編）訓練、国民保護訓練、本部事務局員及び本

部連絡員訓練等を実施するとともに、市民への啓発活動、自主防災組織の活動や資器材整備に対し

ての助成を行うなど、地域防災力の向上を図るため、取組を推進した。 

＜学校教育と生涯学習に＞ 

学校教育   １１億９，９５１万円

        キャリア在り方生き方教育推進事業では、子どもたちの社会的自立に向けて必要な能力や態度を

成長段階に応じて系統的・計画的に育むため、「キャリア在り方生き方教育」を全市立学校で開始し

た。 

児童生徒指導・相談事業では、いじめや不登校などの問題に対応するため、スクールカウンセラ

ーの配置等を行うとともに、各区に１名以上スクールソーシャルワーカーを配置し、社会福祉等の

専門的な見地から課題を抱える児童生徒への支援を充実させた。また、「共生＊共育プログラム」を

全校で実施し、いじめ・不登校を生まない環境づくりと早期対応の取組を推進した。 

児童支援コーディネーター専任化事業では、小学校79校において児童支援コーディネーターの専

任化を図り、障害の有無に関わらず、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を充実させた。 

読書のまち・かわさき事業では、学校図書館の充実に向けて、常に人がいる環境づくりのため、

小学校の学校図書館への学校司書のモデル配置を７校から14校に拡大し、引き続き、効果を検証し

た。 

魅力ある高校教育の推進事業では、新たに定時制生徒の進学や就職に向けた支援員を配置する自

立支援事業を実施した。 

就学援助・就学事務では、各区役所区民課及び各支所区民センターにおける学齢簿管理適正化、

申請手続迅速化、事務処理効率化を図るため、新たに「就学事務システム」を構築し、運用を開始

した。 

特別支援教育推進事業では、平成27年10月に開所した「川崎こども心理ケアセンターかなで」に

施設内学級を開設した。 

医療的ケア支援事業では、保護者の負担軽減を図るため、小学校・中学校等を対象に、医療的ケ

アが必要な児童生徒に対し、看護師が学校を訪問する回数を週２回に拡大した。 

中学校給食推進事業では、安全・安心で温かく美味しい中学校完全給食の実施に向け、市内３か

所の学校給食センターの整備を実施した。また、東橘中学校、はるひ野中学校、犬蔵中学校及び中

野島中学校において完全給食を開始した。 

社会教育                                  ３億９５３万円 

地域における教育活動の推進事業では、子どもの泳力向上に向けて、地域の教育資源であるスイ

ミングスクール等と連携して、泳ぎが苦手な子どもを対象に水泳教室を実施した。 

地域の寺子屋事業では、地域ぐるみで子どもの学習や体験活動をサポートし、多世代で学ぶ生涯

学習の拠点づくりを進めるため、地域の寺子屋を市内30か所に拡充して開講した。 

文化財保護啓発事業では、市内文化財の調査や保存修理等を実施した。また、国史跡橘樹官衙遺

跡群については、史跡めぐりや現地見学会等の開催による史跡の周知や、史跡地の保存整備を実施

した。 

日本民家園及び青少年科学館では、魅力ある博物館運営を実施するとともに、平成29年度に50周

年を迎える日本民家園においては、企画展示室の整備や記念写真集・音声ガイドの制作などを行っ

た。 



教育施設整備                            １６６億９，８１３万円 

児童生徒の増加に対応するため、小杉駅周辺地区及び新川崎地区における小学校新設に向けた取

組を推進したほか、小学校・中学校の増改築等を行った。また、安全で快適な施設整備を計画的に

進めるため、学校トイレの快適化やエレベータ整備等を実施した。さらに、学校施設の教育環境の

改善と長寿命化の推進により財政支出の縮減を図る「学校施設長期保全計画」に基づき、既存校舎

等の改修による再生整備と予防保全の工事に着手した。併せて、学校防災機能整備事業として、天

井落下防止工事等の非構造部材の耐震対策や、発電機の整備等を進めた。 

特別支援学校施設整備事業では、増加する特別支援学校高等部生徒の受入れ枠拡大を図るため、

中央支援学校高等部分教室の改修工事を実施した。 

＜地域経済の発展に＞ 

産業政策                               １４億５，０００万円 

「川崎市中小企業活性化のための成長戦略に関する条例」を平成28年４月に施行し、施策の推進

及び実施状況の検証、改善に取り組んだ。また、大企業の知的財産を活用した市内中小企業の自社

製品開発を支援する「知的財産交流会」等を開催したほか、交流拠点としての川崎市コンベンショ

ンホールの整備を進めるとともに、コミュニティビジネスに関する市内実態調査及び相談事業等を

実施した。

コンテンツ活用による市内産業の活性化を目的とした「コンテンツ活用セミナー」や、医療分野

への参入を促進する「医工連携フォーラムｉｎかわさき」等を開催した。

中国、ＡＳＥＡＮ等を中心とした海外現地での商談会等を通じたビジネスマッチング及び海外ビ

ジネス支援センターによるワンストップサービスの提供等により、市内企業の海外展開を支援した。

消費者の安全・安心な生活を確保するために、土曜日における消費生活相談体制を整備するとと

もに消費者の自立に向けた消費者教育推進のため、「消費者連続講座」等を開催した。

地域商業の振興・観光産業の育成                     ４億６，０２１万円 

「川崎市商業振興ビジョン」に基づき、エリアプロデュース事業を実施した。また、「商店街エコ

化プロジェクト」として、ＬＥＤ等の省エネ型街路灯の設置・改修を推進し、７団体に支援を行っ

た。 

平成27年度に策定した「新・かわさき観光振興プラン」に基づき、観光協会や民間事業者等と連

携し、イベント開催やパンフレット等を活用した市内観光資源の積極的なＰＲ等を実施した。 

工業振興                                １億１，９０９万円 

臨海部において、「川崎市先端産業創出支援制度（イノベート川崎）」を活用した企業誘致を展

開した。また、内陸部中小製造業の操業環境保全について、住工共生のまちづくりに向けた取組を

行った。 

「かわさきグリーンイノベーションクラスター」を通じて、環境技術の発信や環境分野における

ビジネスの創出支援等を行うとともに、平成29年２月に「川崎国際環境技術展2017」を開催した。 

中小企業の支援                            ２８８億４，８５５万円 

産業と福祉の融合で新たな活力と社会的価値を創造する「ウェルフェアイノベーション」を推進

するため、ネットワーク組織を運営し、福祉製品･サービスの創出･活用を促進した。また、「新川

崎・創造のもり」において、次期施設「ＡＩＲＢＩＣ（エアビック）」の整備事業者選定等を実施

した。さらに、成長が期待されるベンチャー企業３社に対し、専門家による事業計画改善などの個

別・集中支援を行った。

市内中小企業の支援策としてワンデイ・コンサルティング事業等を実施するとともに、情報発信

力の強化及び販路開拓を促進するため、「がんばるものづくり企業応援補助金」を新設した。

創業の活性化に向けて、新たに創業支援資金の信用保証料補助を実施し、熊本地震の影響を受け

た事業者や年末、年度末の資金繰りなどの相談に対応するため、特別相談窓口を開設した。



都市農業の振興                             ２億７，９６５万円 

「川崎市農業振興計画」に基づく、農業の担い手育成、市内産農産物の付加価値向上等の都市農

業振興を図るため、意欲ある認定農業者等に対して新技術の導入に必要な施設整備等への支援を実

施したほか、多様な主体と連携を図るフォーラムや都市農業の活性化を先導するモデル事業を実施

した。

地域資源を活用したグリーン・ツーリズムを推進するため、ＪＡセレサ川崎と共同で情報発信や

講習会を行ったほか、早野地区の活性化を図るため、地区の地元活動団体との協働事業を実施した。

勤労者生活の充実                             ４億１，２１３万円 

川崎市就業支援室「キャリアサポートかわさき」において472名の就職が決定するとともに、若者

の職業的自立を支援する「コネクションズかわさき」においても285名が就職等の進路に結びついた。 

技能職団体の学校出前講座８校、「かわさきマイスター」５名の認定、「かわさきマイスター」

の学校派遣49件、「技能フェスティバル」等のイベント開催・出展、経済振興事業等を実施した。 

＜計画的なまちづくりに＞ 

バリアフリーのまちづくりの推進  ３４５万円

バリアフリー推進事業として、溝口駅周辺地区バリアフリー基本構想の改定を行った。 

また、ユニバーサルデザインタクシー導入促進補助として、タクシー事業者３社の４台に補助を

行い、バリアフリーのまちづくりを推進した。 

都市計画マスタープラン等の改定に向けた取組                  １，２０９万円 

市の都市計画の基本的な方針や考え方を定める「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」及

び「都市計画マスタープラン」について、説明会やパブリックコメント等を実施し、都市計画審議

会の諮問・答申を経て「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針及び都市計画マスタープラン全

体構想」の改定を行った。 

身近な地域交通環境の整備   ２，４３２万円

 コミュニティ交通の本格運行を実施している麻生区高石地区、多摩区長尾台地区においては運行

の継続に向けて技術的な支援を行った。また、コミュニティ交通の導入に向けて取組を行っている

麻生区岡上西地区においては、地域の特性や移動ニーズに対し、運行計画が有効であるかを確認す

るため、運行実験を実施し運行の記録やアンケート調査等を行った。 

川崎市交通局、東急バス株式会社の共同運行により実施された向ヶ丘遊園駅南口とたまプラーザ

駅の新規路線における路線バス社会実験について、アンケート調査の実施や実験費用の一部補助な

どの支援を行った。 

魅力ある都市景観形成及び市民主体の地区まちづくりの推進等          １，１５１万円 

都市景観形成地区である川崎大師地区について、景観形成方針・基準の策定を行い、小杉町１・

２丁目地区地区計画の区域について、新たに地区計画形態意匠条例の適用区域として追加した。 

川崎市地区まちづくり育成条例等に基づき、７地区において市民発意のまちづくり活動の支援を

行った。 

地域の主体的な防災まちづくりの推進                     １，６０５万円 

防災まちづくり支援促進事業について、地域防災力向上を図るため、モデル地区２地区の活動支

援を行った。 

密集住宅市街地整備促進事業について、重点密集市街地の不燃化に向け、耐火性能に優れた建築

物の新築工事や区画道路の拡幅工事に対し費用の一部を助成した。 



都市拠点整備の推進                          ８０億３，８８０万円 

川崎駅西口地区住宅市街地総合整備事業について、川崎駅北口自由通路西側デッキの工事を行う

とともに、堀川町Ｃ地区連絡ペデストリアンデッキの工事に着手した。 

鹿島田駅西地区市街地再開発事業について、再開発会社に対し、共同施設整備費など事業に要す

る費用の一部を助成した。 

小杉駅周辺地区再開発事業について、小杉町３丁目東地区の施行者に対し、補償費など事業に要

する費用の一部を助成した。 

登戸地区土地区画整理事業について、仮換地指定を一部の地区について実施し、一部建物につい

て移転補償を行うとともに、道路築造等工事を行った。 

新川崎地区整備事業について、新川崎駅前広場のバス停留所周辺の歩道を拡幅し、供用を開始し

た。 

新百合ヶ丘駅周辺交通環境対策事業について、交通混雑緩和に向け、南口駅前広場の改良工事に

着手した。 

公共交通機関等の整備                          １１億３，１８９万円 

ＪＲ川崎駅北口自由通路等整備事業について、北口自由通路と新たな改札口の整備、及び駅東側

の地下街接続屋根・エレベータ設置に向け、工事を行った。 

南武線駅アクセス向上等整備事業について、津田山駅の自由通路及び橋上駅舎整備に向けＪＲ東

日本と施行協定を締結し、工事に着手した。 

既存建築物の安全確保                          ２億６，３１５万円 

特定建築物等の耐震対策について、建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき、耐震性の向

上を促すため、民間の特定建築物の耐震改修等の費用の一部を助成した。 

沿道建築物の耐震対策について、建築物の耐震改修の促進に関する法律及び川崎市耐震改修促進

計画により耐震診断が義務付けられた建築物に対して、耐震改修等の費用の一部を助成した。 

木造住宅の耐震対策について、建築物の耐震性の向上を促すため、耐震診断士を派遣し、戸建住

宅等の耐震診断を実施するとともに、耐震改修工事等の費用の一部を助成した。また、耐震シェル

ター、防災ベッドの制度を新たに創設し、設置費用の一部を助成した。 

分譲マンションの耐震対策について、昭和56年５月以前に工事着手された建築物を対象に、建築

物の耐震性に関わる診断の必要性、診断方法、診断費用などを調査するための予備診断を実施する

とともに、耐震診断・耐震改修を実施する管理組合に対し、費用の一部を助成した。 

庁舎等建築物の長寿命化対策                            ３億３２０万円 

大規模施設における中長期保全計画を策定するとともに、大規模５施設（港湾振興会館、高津区

役所、第３庁舎、とどろきアリーナ、多摩区総合庁舎）について、劣化状況等から適切に長寿命化

対策工事を実施した。 

良好な住宅・住環境の整備                         ７７億３，７７９万円 

市営住宅長寿命化改善事業について、平成27～28年度事業として、１団地20戸、平成27～29年度

事業として、１団地42戸、平成28～29年度事業として、１団地80戸の改善工事を行い、このうち平

成28年度に、１団地20戸が竣工した。 

市営住宅管理代行等委託事業について、川崎市住宅供給公社に管理代行等の委託を行うことによ

り、市営住宅等17,775戸に係る入居者の募集・決定、建物の維持・修繕及び入居者からの相談等へ

の対応などの管理業務を行った。 

公営住宅整備事業について、平成26～28年度事業として、４団地358戸、平成27～29年度事業とし

て、１団地88戸、平成28～29年度事業として、３団地158戸の新築工事を行い、このうち平成28年度

に、４団地358戸が竣工した。 

特定優良賃貸住宅事業について、中堅所得のファミリー世帯向けの良質な賃貸住宅の認定事業者

に対し、入居者の家賃負担を軽減するための助成を行った。 



高齢者向け優良賃貸住宅事業について、高齢者向けの良質な賃貸住宅を提供する認定事業者に対

し、入居者の家賃負担を軽減するための助成を行った。 

分譲マンションのバリアフリー化について、分譲マンションの共用部分における傾斜路、手すり

の設置等の段差解消工事を実施する管理組合に対し、費用の一部を助成した。 

東日本大震災の避難者救助のため、被災県からの要請を受け、民間賃貸住宅等を応急仮設住宅と 

して避難者に提供した。 

＜行政運営に＞ 

議会広報事業  ４，００４万円

「市民に身近な開かれた議会」をめざし、年４回の定例会ごとに広報紙「議会かわさき」を各戸

配布するとともに、視覚に障害のある方のため、点字版・録音版（カセットテープ・デイジー）を

発行した。また、インターネット議会中継（生中継・録画中継）では、議場で行う本会議や予算審

査特別委員会、決算審査特別委員会（全体会）などに加えて、会議室で行う常任委員会や議会運営

委員会、決算審査特別委員会（分科会）でも新たに中継を開始した。さらに広報用テレビ番組（年

２回）を放映したほか、議会の活動を親子で楽しく学ぶ取組として夏休みこども議場見学会を開催

した。 

行財政改革の推進                                   ５３４万円 

「川崎市行財政改革プログラム」（平成28・29年度）に基づき、「川崎市総合計画」に掲げる政

策・施策を着実に推進するため、必要な経営資源であるヒト・モノ・カネ・情報の確保等による市

民満足度の高い行財政運営に向けて、市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化、社会状況

の変化などに対応した市民サービスの再構築、全庁的な業務改善などとともに、「川崎市人材育成

基本方針」に基づく人材育成を推進した。 

総合計画及び政策評価の推進                          １，４３１万円 

「成長と成熟が調和した持続可能な最幸のまち かわさき」の実現をめざし、平成27年度に策定し

た川崎市総合計画第１期実施計画の着実な推進に向けて、施策・事務事業の進行管理を実施した。 

市民目線・専門的視点で、市の内部評価結果の妥当性等の検証を行うとともに、効率的・効果的

な施策推進に向けた評価を実施することを目的として、川崎市政策評価審査委員会を設置し、平成

29年度に実施する第１期実施計画の中間評価に向けて審議対象となる施策の選定等を行った。また、

第２期実施計画策定に向けて、市民アンケート調査を実施したほか、市政の方向性と、将来を見据

えた取組をより確かなものとするため、平成30年度からの施策課題の抽出を行った。 

シティプロモーションの推進及び広報活動の充実              ４億２，８４４万円 

川崎の都市イメージの向上や市民の川崎への愛着・誇りの醸成を推進するため、「シティプロモー

ション戦略プラン」に基づき、川崎が持つ多彩な魅力を様々なメディアを効果的に活用し、市内外に

情報発信を行うとともに、「都市ブランド推進事業」により、市民や民間事業者、団体の都市イメー

ジの向上につながる事業を支援した。また、川崎の魅力と将来への方向性を発信するために、ブラン

ドメッセージを策定し、積極的に活用した。 

併せて、市民参加の市政を進めていくため、必要な市政情報を市民に積極的に提供していくことを

目的として、市政だよりの発行をはじめ、インターネット、テレビ、ラジオ等を活用した広報事業を

実施した。市政だよりにおいては、平成28年10月１日号が全国広報コンクールで入選した。 

電子市役所の整備                             １９億２，６５６万円 

    平成27年度に策定した「川崎市情報化推進プラン」に基づき、情報化を計画的に推進した。また、

社会保障・税番号制度導入に向けて、システム連携基盤等を改修した。

公衆無線ＬＡＮ環境整備については、「かわさきＷｉ－Ｆｉ」のアクセスポイントを合計520か



所へ整備拡張し、さらに利用登録などの統一化が図られた接続アプリを活用することで、市内約

1,500か所で一体的にインターネット環境を利用することが可能となった。また、身近なイベント

情報を集約して発信する「かわさきイベントアプリ」を「かわさきアプリ」の新たなサービスとし

て開始した。

資産マネジメントの推進 １，９２１万円

公共施設等総合管理計画である「かわさき資産マネジメントカルテ」に基づき、全ての施設にお

ける長寿命化の進捗状況を一元管理し、全庁横断的な視点による長寿命化工事の優先度判定を踏ま

えた計画的な保全を行い、施設の長寿命化の取組を推進した。また、溝口駅南口広場における広告

スペース付きの総合案内板の設置や歩道橋へのネーミングライツ導入等を行うことにより、財産の

有効活用の取組を推進し、歳入確保・歳出削減を実施した。 

市民オンブズマン制度及び人権オンブズパーソン制度の推進 ７，７５４万円

市政の改善並びに子どもの権利及び男女平等に関わる人権に関する相談・救済を行った。 

大規模災害被災者等の支援                  ８，７８５万円

 大規模災害被災者等に係る支援事業の資金に充てるため、これまでの東日本大震災被災者等支援

基金から大規模災害被災者等支援基金に名称を変更し、市民や市内企業・団体等からの寄附金の積

立てを行った。この大規模災害被災者等支援基金を活用し、被災地へ見舞金や支援金の送付、市内

避難者への生活支援などを実施した。 

臨海部活性化の推進                       ４，７７４万円

臨海部の活性化に向けて、企業、学識者、行政、地域代表等で組織する「川崎臨海部再生リエゾン推進

協議会」を開催し、産学公民による連携を推進した。また、臨海部の交通ネットワークの充実に向けた東海

道貨物支線の貨客併用化等の検討や鉄道整備に係る調査を行った。 

「臨海部ビジョン」の策定に向けて、臨海部の将来像を検討するための調査を実施するとともに、有識者

等により構成する懇談会を実施した。また、川崎臨海部の認知度向上を図るため、ニュースレターの発行や

市内学校と連携したサイエンスカフェ等のＰＲの取組を実施した。 

国際戦略拠点整備の推進                                     ６，１５１万円 

殿町国際戦略拠点「キング スカイフロント」において、「国家戦略特区」及び「国際戦略総合

特区」の制度等を活用し、拠点形成を進めた。同地区のマネジメント体制構築に向けた調査・検討

や、特区エリア内の企業や研究機関等が行う共同研究に対する支援を行ったほか、同地区の市民認

知度の向上や市民が科学に親しんでもらうことを目的に「夏の科学イベント」を開催した。また、

良好な景観形成、研究者等の交流促進や来訪者の利便性に配慮した機能など、国際戦略拠点に相応

しい高水準・高機能な拠点整備について検討を行った。さらに、羽田連絡道路の整備を契機とする

新たなバス路線など、臨海部等と羽田空港を結ぶアクセス機能等の充実に向けた検討を行った。

「キング スカイフロント」の拠点形成及び羽田連絡道路の整備により生み出される市内への社

会経済的効果の把握、推計並びに評価を行った。

サポートエリア整備の推進                           ８，４７２万円 

「キング スカイフロント」をはじめとした臨海部へのアクセス性を高める交通拠点機能の整備

に向けて、産業道路駅駅前交通広場の整備に向けた取組を進めるとともに、「浮島１期地区土地利

用基本方針」に基づき、土地利用に係る需要調査等を行い、本格的土地利用に向けた取組を推進し

た。また、塩浜地区において、公共施設の更新整備等に合わせて、臨海部の活性化や地区課題解決

に資する機能導入など新たな土地利用計画策定の検討や土地利用を支える基幹的道路の整備を推進

した。



水素戦略の推進                                                 ７８３万円 

「水素社会の実現に向けた川崎水素戦略」に基づき、多様な主体と連携し「再生可能エネルギー

と水素を用いた自立型エネルギー供給システム共同実証」や「京浜臨海部での低炭素水素活用実証」

など、６つのリーディングプロジェクトを推進した。

ナノ医療イノベーションの推進                         ３億９，４７３万円 

「キング スカイフロント」で進めているライフイノベーションの中核施設であるナノ医療イノベ

ーションセンターへの運営支援を実施した。

＜環境・リサイクルに＞ 

国際環境施策の推進                             １，８８２万円 

環境技術・産業を活かした取組をより一層推進するため、「川崎市グリーン・イノベーション推進

方針」に基づき、環境行政課題の解決に向けた研究会を開催したほか、情報の共有・発信等の取組を

実施した 

地球温暖化対策の推進                            １億２，５０３万円 

「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」の改定に向けた検討、ＣＣ川崎エコ会議を通じた情報発信、

地球温暖化防止活動推進センターやかわさきエコ暮らし未来館を拠点とした各種普及啓発活動、低Ｃ

Ｏ２川崎ブランド等の運用、事業活動地球温暖化対策計画書・報告書制度の実施、次世代自動車の普

及促進など総合的に地球温暖化対策の取組を実施した。

環境分野におけるエネルギー対策の推進                       １，９４５万円 

創エネ・省エネ・蓄エネを組み合わせた総合的なエネルギー対策の推進を図るため、住宅用環境

エネルギー機器導入補助事業や、中小規模事業者への再生可能エネルギー源利用設備及び省エネル

ギー型設備導入補助事業を行った。「市建築物における環境配慮標準」に基づき、公共施設への環境

配慮型設備の率先導入を進めた。 

スマートシティの推進                                 ８７０万円 

「川崎市スマートシティ推進方針」に基づき、川崎駅周辺地区における地域主体のエネルギーマ

ネジメント実証事業の実施など、エネルギーの最適利用とＩＣＴ・データの利活用によるスマート

シティの実現に向けた取組を実施した。

環境総合研究所における取組の推進                         ５億３７３万円 

多様化・複雑化する環境問題に的確に対応し、環境分野の広範な領域に関し、地域の良好な環境

を守るための大気や水質の監視・調査・研究を行ったほか、優れた環境技術による国際貢献を推進

した。 

公害の規制及び監視・指導                           １億５，９５４万円

公害対策関係法令及び川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例に基づき、大気汚染、水質

汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭等の規制、監視・指導並びに調査研究等を行った

ディーゼル車対策                                 １，２７０万円 

大気汚染防止のため、トラック・バス事業者などを対象に、低公害・低燃費車の導入助成を行っ

た。また、産業道路クリーンライン化事業や、かわさき自動車環境対策推進協議会と連携した低公

害・低燃費車の使用促進などの取組を実施した。



総合的化学物質対策事業                              １，７３４万円 

化学物質による環境汚染の未然防止及び環境リスクの低減に向けて、ダイオキシン類や有害大気

汚染物質などの環境実態調査、事業者における化学物質の自主管理、環境リスク評価、リスクコミ

ュニケーションの推進などを総合的に実施した。

放射線安全推進事業                                   ７８万円 

東日本大震災に伴う原発事故由来の放射性物質の影響に対する市民の不安解消を図り、安全・安

心な市民生活を確保するため、「川崎市東日本大震災に伴う放射性物質に関する安全対策指針」に

基づき、環境等のモニタリングや焼却灰の処分等に向けた検討を進めた。

廃棄物の減量化、資源化の推進                           ２億６０５万円 

地球環境にやさしい持続可能な循環型のまちをめざし、ごみの減量及び資源化の推進に向けた各

種広報を実施した。また、廃棄物の減量化と資源化を目的として、ごみゼロカフェの開催、生ごみ

リサイクルリーダーの派遣、生ごみ処理機等の購入費や市民団体の活動費の一部を助成するととも

に、資源集団回収実施団体に奨励金、回収業者に報償金を交付し、資源集団回収を推進した。

廃棄物処理施設の整備                              １８億８１０万円 

廃棄物関連施設の維持補修工事、並びに王禅寺余熱利用市民施設のプール設備、及び衛生設備改

修工事を実施した。また、浮島２期廃棄物埋立処分場の排水処理設備、南部リサイクルセンターに

ついては、空き缶・ペットボトル設備の基幹的施設整備を実施した。 

仮称リサイクルパークあさおの整備                    ７億１，６９２万円 

資源化処理施設外構その他工事が完了し、王禅寺かわるんパーク（旧健康とふれあいの広場）が

完成した。 

 橘処理センターの整備                             １億５１６万円 

解体撤去工事に着手した。また、施設の建設に向け発注仕様書を作成するとともに、総合評価落

札方式による入札手続きを実施した。 

橘処理センターの整備                                 ８７６万円 

施設の建設に向け事業用地の整理のための測量を実施した。 

＜区政の振興に＞ 

区役所等庁舎の計画的・効率的な整備の推進 ５億８，４２１万円

幸区役所新庁舎周辺の外構整備工事が完了した。 

また、区役所等庁舎の長寿命化を図るため、川崎区役所においてはエレベータ改修工事を実施し、

その他の庁舎においても計画的・効率的な改修・補修を実施した。 

区民会議の運営 ３，２７７万円

川崎市区民会議条例に基づき、区民の参加と協働による区における地域社会の課題の解決を図る

ための調査審議を行い、暮らしやすい地域づくりを進めるため、各区で区民会議を運営した。 

また、附属機関を設置し、区民会議の今後のあり方について検討を行った。 

区役所サービス向上の取組 ６１４万円

       川崎行政サービスコーナーの川崎駅北口通路への移転に向けた取組を進めた。また、「区役所サー

ビス向上指針」に基づくサービス向上の取組として、区役所応対の外部評価等を実施した。  



地域課題対応事業の実施 ４億５，０７８万円 

地域社会が抱える課題の解決や地域特性を活かしたまちづくりを推進するため、区民の参加と協働によ

り、区役所が自主的に企画立案し、事業を実施した。 

区の新たな課題即応事業の実施        ２，５２４万円

年度途中に発生した区の新たな課題について、区長の権限により適切かつ迅速に対応する事業を

実施した。 

道路の維持補修                            ３８億８，８６１万円 

市民生活に欠かすことのできない生活基盤である道路や施設等を、常に良好な状態に保つため、

舗装や側溝等の補修工事、道路や駅前広場の清掃及び除草等を実施した。 

水路の整備及び維持補修                         １億３，１９９万円 

水害防止や環境保全を図るため、水路改修を実施するとともに、水路の維持補修を実施した。 

街路樹の維持管理                                  ３億３，９１７万円 

街路樹やグリーンベルトのせん定・刈込、除草・清掃、害虫駆除、枯損木の撤去等の適切な維持

管理を行い、一部の路線で街路樹の樹形管理及び交通障害対策を実施した。また、浅根性の老大木

で倒木の危険のある街路樹について、樹木診断及び更新整備を実施した。 

公園の維持管理                             １８億１，９８３万円 

多様な市民要望に適切に対応し、老朽化した施設の改修を行い、安全かつ快適に利用できるよう、

公園緑地の適切な維持管理を実施した。 

戸籍・住民票等の証明書交付の利便性向上                 ４億７，１３９万円 

  市民の利便性の向上と証明交付窓口の混雑緩和を図ることを目的として、マイナンバーカード（個

人番号カード）を利用したコンビニエンスストアにおける戸籍・住民票等の証明書の交付(コンビニ

交付)の普及促進を図るとともに、コンビニ交付に必要となるマイナンバーカード（個人番号カード）

の普及を併せて進めた。 

また、業務の効率化と市民サービスの向上を図るため、平成28年５月から郵送請求による戸籍・住

民票等の証明書交付事務を川崎市郵送請求事務センター（麻生区役所柿生分庁舎内）に集約した。 

＜港湾の整備に＞  

港湾施設の整備                            １４億６，１１５万円 

津波・高潮発生時の内陸部への浸水対策及び防潮扉を閉める作業員の安全性を確保するため、海

岸保全施設の改良を実施するとともに、災害時の緊急物資の輸送を円滑かつ確実に行うため、緊急

物資輸送路の液状化対策を実施するなど、川崎港の防災・減災対策を推進した。

また、臨海部の自動車交通渋滞の緩和、発災時の東扇島地区から内陸部への緊急支援物資の輸送

ルートの代替性の確保を目的として、国の直轄事業による臨港道路東扇島水江町線の整備を推進し

た。

＜共生と参加のまちづくりに＞ 

公共施設利用予約システムの効果的な運用                    ３億６，６６０万円 

施設予約にかかる市民の利便性向上のために、自宅のパソコンや、各施設に設置された利用者端

末からの利用に併せ、スマートフォンやタブレット端末からの利用や、地図情報と連携した詳細な

施設情報の提供が可能となるなど、ＩＣＴ環境の変化に対応した新しいシステムを開発した。 



地域の安全・安心なまちづくりに向けた取組               ５億１，４１３万円 

路上喫煙防止指導員、客引き行為等防止指導員による巡回指導の強化及びキャンペーン活動等の

啓発活動を実施し、路上喫煙、客引き行為等の防止に向けた取組を進めた。また、地球環境負荷の

軽減を図るため、ＬＥＤ防犯灯の設置を促進した。 

さらに、地域で発生する空き巣やひったくりなどの犯罪防止に向け、防犯意識の高揚・啓発の取

組を推進するとともに、自主防犯活動団体への支援として、防犯カメラの設置を促進するため、補

助制度を創設した。 

交通安全対策の推進                             ５，３７１万円 

交通事故のない安全で住みよい社会の実現をめざすため、「第10次川崎市交通安全計画」に基づき、

平成28年度川崎市交通安全実施計画を作成し、市民総ぐるみ運動により市民の交通安全意識の高揚

を図るとともに、交通安全教育の推進、交通事故相談、自転車マナーアップ推進のための啓発活動

等を実施した。 

新総合自治会館の整備                                                  ５億５，８２３万円 

 平成31年度末に予定されている総合自治会館の移転に向け、基本設計を行うとともに、移転先で

ある小杉町３丁目の再開発ビル内の一部分の取得にかかる売買契約を締結した。 

市民参加の促進と多様な主体との協働・連携のしくみづくり               １，０５６万円 

地域の活動を支えるプラットフォームの構築に向けて、協働・連携ポータルサイト「つなぐっど 

ＫＡＷＡＳＡＫＩ」の開発や人材マッチングモデル事業を実施した。また、協働・連携の基本方

針に基づき、研修を実施するなど協働・連携の取組を行った。さらに、若者の行政参加促進事業を

実施するなど、若者をはじめとした多くの市民による市政への参加の促進に向けた取組を実施した。 

町内会・自治会等市民活動の活性化に向けた取組の推進                   ６，１４７万円 

町内会・自治会の活動の活性化に寄与するため、市と不動産関係者等で締結した協定に基づき、

町内会・自治会の活動を紹介するポスター・チラシなどを作成・配布した。また、地域の拠点とな

る会館の整備を促進するため、会館整備に対する費用の一部を補助した。 

さらに、ＮＰＯ法人等、多様な市民活動の発展・促進を図るため、市民活動補償制度を実施する

とともに、活動を支える寄附の促進に向けた情報発信、団体運営の基盤強化に資するセミナーの開

催など市民活動への支援を行った。 

人権施策及び平和施策の推進                                        ２億５，４７６万円 

人権を尊重し、共に生きる社会をめざして、「川崎市人権施策推進基本計画」に基づき、人権意

識の普及、外国人市民代表者会議の運営や「多文化共生社会推進指針」に基づく施策の推進、男女

共同参画社会の実現に向けた男女平等施策の推進など、人権施策を総合的に推進した。 

また、平和都市の創造及び恒久平和の実現をめざして、核兵器廃絶平和都市宣言の理念に基づき、

平和啓発事業を行った。 

文化行政の推進                                                   ２７億２，８０５万円 

「第２期川崎市文化芸術振興計画」に基づき、文化施策全体の進行管理を図りながら、地域主体

の文化芸術事業の取組への支援や「かわさきジャズ」を開催するとともに、「ミューザ川崎シンフ

ォニーホール」、「市民ミュージアム」、「藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム」、「岡本太郎美術館」、

「アートセンター」など、それぞれに特色ある文化施設からの様々な文化芸術の発信などを通じ、

国内外へ向けて川崎の魅力を広く発信したほか、「小黒恵子童謡記念館」については、平成29年４

月の再開館に向けた準備を行った。 

また、「音楽のまち・かわさき」推進協議会や「映像のまち・かわさき」推進フォーラムなどと

連携して、音楽・映像を活用したまちづくりを推進した。 



市民スポーツの推進                                                 ９億２，８３９万円 

「川崎市スポーツ推進計画」に基づき、国際陸上競技大会「ゴールデングランプリ川崎」や多摩

川を活用したスポーツ大会の開催による競技スポーツ活動の支援、また、川崎を拠点として活躍す

る「かわさきスポーツパートナー」等と連携し、川崎の魅力を高めるまちづくりなど、様々なスポ

ーツ事業を通じて「スポーツのまち・かわさき」を推進した。 

東京オリンピック・パラリンピック推進事業                             ４，３０８万円 

東京2020オリンピック・パラリンピックを契機とした誰もが暮らしやすいまちづくりを進めてい

くため、かわさきパラムーブメント推進フォーラムやシンポジウムの開催、さらに障害者スポーツ

の体験講座などを通じて「かわさきパラムーブメント」を推進した。また、英国オリンピック委員

会と事前キャンプに関する契約を締結し、ホストタウンの取組を進めた。 


